
指定管理者制度導入及び運用に係るガイドライン 参考資料 
 
 
○ 地方自治法（昭和二十二年四月十七日法律第六十七号）（抜粋） 
 
○ 地方自治法の一部を改正する法律の公布について 
  （平成 15年 7月 17日付け総行行第 87号 総務省自治行政局長通知） 
 
○ 指定管理者制度の導入に伴う事業所税の取扱いについて 
  （平成 17年 11月 14日付け総税市第 59号 総務省自治税務局市町村税課
長通知） 

 
○ 愛媛県指定管理者に係る暴力団排除措置要綱 
（平成 18年 2月 8日施行） 

 
○ 指定管理者施設における広告事業の取扱いについて 
  （平成 18年 12月 25日付け 18行第 173号 総務部長通知） 

○　大規模地震に係る災害発生時における避難所運営を想定した指定管理者制度の運用について
　　（平成29年度４月25日付け総行経第25号　総務省自治行政局長通知）



地方自治法 （昭和二十二年四月十七日法律第六十七号）（抜粋） 
 

第十章 公の施設 

（公の施設） 

第二百四十四条 普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供

するための施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。 

２ 普通地方公共団体（次条第三項に規定する指定管理者を含む。次項において同じ。）は、

正当な理由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒んではならない。 

３ 普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取扱い

をしてはならない。 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 
第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあ

るものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれを定めな

ければならない。 

２ 普通地方公共団体は、条例で定める重要な公の施設のうち条例で定める特に重要なも

のについて、これを廃止し、又は条例で定める長期かつ独占的な利用をさせようとする

ときは、議会において出席議員の三分の二以上の者の同意を得なければならない。 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認

めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であつて当該普通地方公共

団体が指定するもの（以下本条及び第二百四十四条の四において「指定管理者」という。）

に、当該公の施設の管理を行わせることができる。 

４ 前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の

範囲その他必要な事項を定めるものとする。 

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当該普

通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

７ 指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し事業報告書

を作成し、当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなければならない。 

８ 普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定管理者にその管理する公の施設の利

用に係る料金（次項において「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入として収受

させることができる。 

９ 前項の場合における利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例の

定めるところにより、指定管理者が定めるものとする。この場合において、指定管理者

は、あらかじめ当該利用料金について当該普通地方公共団体の承認を受けなければなら

ない。 

１０ 普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管理の適正

を期するため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、

実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。 

１１ 普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定管理

者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は

期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 











 

 

総 税 市 第 ５ ９ 号 
平成１７年１１月１４日 

 
 各 道 府県総務部長           
 東京都総務・主税局長 殿 
 

総務省自治税務局市町村税課長 
                            （ 公 印 省 略 ） 
 
 

指定管理者制度の導入に伴う事業所税の取扱いについて 
 
 公の施設の管理については、平成 15 年 6 月の地方自治法の一部改正により指定管
理者制度が新たに導入され、平成 18 年 9 月までの間に全ての公の施設について、各
地方公共団体は自らが直接管理を行うか、指定管理者制度に移行するかを決定する
こととされています。 
 これに伴い、指定管理者制度が導入された公の施設における事業所税の事業主体
の判定については、下記のとおり取り扱うことが適当と考えますので、管内関係市
に対しこの旨周知願います。 

記 
 
１ これまで委託事業については、様々な委託形態が存在するため、一般的に事
業主体（納税義務者）の判定にあたり、施設の利用、施設の管理及び収益の帰
属等を総合的に勘案することとされてきたところであるが、指定管理者制度に
おいては、施設の利用及び施設の管理については指定管理者が行うため、実質
的な判定は、収益の帰属（地方自治法第 244 条の 2第 8項に基づく利用料金制
の導入の有無）によることとなる。 
 
２ 利用料金制が導入されている指定管理者は、地方公共団体による利用料金の
承認が必要になる等の一定の制約を受けるものではあるが、条例に基づいて経
営の根幹である利用料金の決定を第一義的に行うことができ、また、利用料金
を自らの収入として帰属させることができるため、この場合の指定管理者は、
公の施設の管理事業における実質的な事業主体と判断しうる。 
 
３ ただし、利用料金制が導入されている指定管理者であっても、地方公共団体
から指定管理料等の交付を受けている場合については、主として利用料金で収
受することが見込まれる収入により、公の施設の管理事業を行うと認められる
ような場合に限り、当該指定管理者が事業主体となるものである。 
 
４ なお、地方公共団体と指定管理者との間で、公の施設における管理事業の結
果生じた全ての利益を地方公共団体へ返還し、かつ、生じた損失の全てを地方
公共団体が補てんするような取決めがあり、実質的に指定管理者に事業の主体
性が認められないような場合には、事業主体は地方公共団体となるものである。 



 

愛媛県指定管理者に係る暴力団排除措置要綱 

 
（目的） 

第１条 この要綱は、地方自治法第 244 条の２に基づく指定管理者の指定等に関し、暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴力団対策法」

という。）第２条第２号に規定する団体（以下「暴力団」という。）の排除に関して必要な

措置を講ずるための連絡協調体制を確立することにより、指定管理者制度の的確な運用と

公の施設の適正な運営の確保を図ることを目的とする。 

（排除措置の対象者） 

第２条 排除措置の対象となる者は、指定管理者の指定を受けようとする、又は、指定を受

けた団体等の代表役員等、一般役員等若しくは経営に事実上参加し若しくは実質的に経営

を支配している者が、次のいずれかの事項（以下「暴力団排除措置事由」という。）に該当

すると認められる場合とする。 

（1） 暴力団の関係者（以下「暴力団関係者」という。）であると認められるとき。 

（2） 暴力団の威力を背景として、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律施行

規則（平成３年国家公安委員会規則第４号）第１条各号に掲げる行為（以下「暴力的

不法行為等」という。）を行ったと認められるとき。 

（3） 暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与してい

ると認められる団体、法人等（以下「暴力団等」という。）に暴力的不法行為等をさせ

たと認められるとき。 

（4） 暴力団対策法第２条第８号に規定する準暴力的要求行為を行い、又は同法第 10 条の

規定に違反する行為を行ったと認められるとき。 

（5） 暴力団対策法第２条第７号に規定する暴力的要求行為に関与したと認められるとき。 

（6） 暴力団等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団等の維持運営に

協力し、若しくは関与したと認められるとき。 

（7） 自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に債務の履行を強要し、

若しくは損害を加える目的をもって暴力団の威力又は暴力団等を利用したと認められ

るとき。 

（8） 暴力団等であると知りながら、暴力団等と下請契約や資材等の購入契約を締結する

など暴力団等を不当に利用したと認められるとき。 

（9） 暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

（照会） 

第３条 愛媛県知事（以下「知事」という。）は、指定管理者の指定等に当たって、指定管理

者の指定申請書を提出した団体等の代表役員等が暴力団排除措置事由に該当する疑いがあ

るときは、様式第１号により、当該事実の内容について愛媛県警察本部長（以下「本部長」

という。）に対し照会するものとする。 

２ 知事は、知事が指定管理者を指定した後、当該指定管理者による公の施設の管理運営等

において、当該指定管理者の代表役員等が暴力団排除措置事由に該当する疑いがあるとき

は、様式第１号により当該事実の内容について本部長に対し照会するものとする。 

（回答又は通報） 

第４条 本部長は、前条の規定により照会を受けたときは、遅滞なく知事に対し様式第２号

により回答するものとする。 



 

２ 本部長は、指定管理者の募集後指定までの間、若しくは知事が指定管理者を指定した後、

当該団体等の代表役員等が暴力団排除措置事由に該当することに関する情報を入手したと

きは、知事に対し様式第３号によりその旨を通報するものとする。 

３ 本部長は、前２項の規定により回答又は通報した場合で、該当する事実が存在しなくな

ったときは、知事に対し様式第４号により通報するものとする。 

 （報告） 

第５条 県の公の施設を所管する課の長（以下「施設所管課長」）は、指定管理者の指定を受

けようとする、又は、指定を受けた団体等の代表役員等が暴力団排除措置事由に該当する

疑いがあるときは、様式第５により総務部行財政改革局行革分権課長に報告するものとす

る。 

 （暴力団の排除） 

第６条 知事は、第４条第１項又は第２項の規定に基づく回答又は通報により、団体等の代

表役員等が暴力団排除措置事由に該当すると認められる場合には、指定管理者の指定を行

わないこととし、指定後に該当する事態となった場合は、指定の取消しその他必要な措置

を講ずるものとする。 

２ 知事は、前項の措置を行ったときは、速やかに本部長に通報するものとする。 

 （相互協力等） 

第７条 知事及び本部長は、指定管理者から暴力団を排除するため、暴力団排除に係る事実

の調査、把握に努めるとともに、相互連携のもと積極的な情報交換を行うものとし、必要

に応じ、担当課による対策会議を開催するものとする。 

２ 施設所管課長は、この要綱に基づく事務を行うに際し、暴力団関係者からの苦情等のト

ラブルが生じたときはその解決のための協力の要請を、暴力団等からの妨害等が予想され

るときはあらかじめ警察官の出動の要請を愛媛県警察本部（以下「警察本部」という。）又

は最寄りの警察署に対して行うことができる。 

 （介入行為があったときの措置） 

第８条 施設所管課長は、指定管理者から暴力団等による不当要求その他の公の施設の管理

運営等への介入行為があった旨の申し出があったときは、警察へ届け出る旨を当該指定管

理者に対して指導するとともに、警察と協力して対応するものとする。 

 （情報の適正管理） 

第９条 知事及び本部長は、相互の了解なくして、提供された情報を他に漏らしてはならな

い。 

 （その他） 

第 10 条 この要綱に定める知事の業務は総務部行財政改革局行革分権課が、本部長の業務は

警察本部刑事部組織犯罪対策課が所掌する。 

２ この要綱に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、知事と本部長との間で、

その都度協議の上決定するものとする。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 18 年２月８日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 23 年４月１日から施行する。 



 

様式第１号（第３条関係） 

 

第   号 

年 月 日  

   

 

愛媛県警察本部長 様 

 

 

                                    愛 媛 県 知 事 

  

  

暴力団排除措置の対象者について（照会） 

 

愛媛県指定管理者に係る暴力団排除措置要綱第３条第１項の規定に基づき、下記業者につ

いて照会しますので、暴力団排除措置事由に係る事実関係の有無を調査のうえ、回答願いま

す。 

 

記 

 

照会番号 

商号又は名称
ふ り が な

 
 

代  表  者  

所  在  地 
 

役 職 氏 名 生年月日 住   所 

    

    

    

    

    

    

    

経 

 

営 

 

者 

 

等 

    



 

様式第２号（第４条関係） 

 

第   号 

年 月 日  

   

 

愛媛県知事 様 

 

 

                                    愛媛県警察本部長  

  

  

暴力団排除措置の対象者について（回答） 

 

平成 年 月 日付け  第  号により照会のあった標記の件について、愛媛県指定管

理者に係る暴力団排除措置要綱第４条第１項の規定に基づき下記のとおり回答します。 

 

記 

 

１ 照会事項（照会番号） 

 

２ 調査結果 

 

 



 

様式第３号（第４条関係） 

                                              第   号 

                                               年 月 日 

 

 

 愛媛県知事 様 

 

     

                                      愛媛県警察本部長 

 

暴力団排除措置の対象者について（通報） 

 

 愛媛県指定管理者に係る暴力団排除措置要綱第４条第２項の規定に基づき、下記の業者に

ついて、暴力団排除措置事由に係る事実を確認したので、その旨を通報します。 

        

記 

 

１ 該当業者の名称 

 

２ 業者の所在地 

 

３ 代表者の氏名 

 

４ 該当すると認められる事由及び当該事由の発生時期 

 

 



 

様式第４号（第４条関係） 

                                              第   号 

                                               年 月 日 

 

 

 愛媛県知事 様 

 

     

                                      愛媛県警察本部長 

 

暴力団排除措置の対象者について（通報） 

 

 愛媛県指定管理者に係る暴力団排除措置要綱第４条第３項の規定に基づき、下記の業者に

ついて、暴力団排除措置事由に該当する事実がなくなった旨を通報します。 

        

記 

 

１ 該当業者の名称 

 

２ 業者の所在地 

 

３ 代表者の氏名 

 

４ 該当する事実がなくなったと認められる事由及び当該事実の消滅時期 

 

 



 

様式第５号（第５条関係） 

                                              第   号 

                                               年 月 日 

 

 

 行革分権課長 様 

 

     

                                      施設所管課長  

 

暴力団排除措置の対象者について（報告） 

 

 下記業者は、暴力団排除措置事由該当の疑義があるので、愛媛県指定管理者に係る暴力団

排除措置要綱第５条の規定に基づき報告します。 

        

記 

 

商号又は名称
ふ り が な

  

代  表  者  

所  在  地  

暴 力 団 排 除  

措 置 事 由 

 

照 会 事 由 

 

 



○ 指定管理者施設における広告事業の取扱いについて 
 
                           平成 18 年 12 月 25 日付け 18行第 173 号 
                           各部長、公営企業管理者、教育委員会教 
                           育長あて 総務部長通知 

 
 指定管理者制度導入施設で広告事業を実施する際に必要となる手続き等については、別紙のと
おり取り扱うこととしたので、貴部局内関係課及び所管施設の指定管理者へ周知願います。 
 なお、同施設での広告事業実施にあたっては、当分の間、行政システム改革課へ事前に御報告

いただきますようお願いいたします。 

 

（別紙） 

指定管理者施設における広告事業の取扱い 
 

１ 広告事業実施に係る手続き 

  広告事業（広告物の表示若しくは配布又は広告物を掲出する物件の設置）の実施に係る手続
きについては、各施設の管理等に関する条例に基づく「行為の許可」の要否、また、行政財産
の使用の有無により次のとおり分類するものとする。 
 

    

各施設の管理等に関する条例に
規定する「広告物」に非該当

指
定
管
理
者
施
設
で
の
広
告
事
業

 ・事業実施に係る県の承認

①

②

③

各施設の管理等
に関する条例
に規定する
「広告物」に該当

行政財産を
使用しない場合

行政財産を
使用する場合

 ・広告実施に関する私法上の契約

 ・行政財産の目的外使用許可

 ・条例に基づく行為の許可

 ・条例に基づく行為の許可

 
 

（1）行政財産を使用する場合（１の図①） 

    ＜具体的事例＞ 
   ・施設壁面への広告看板設置 
   ・商品パンフレット入りマガジンラックの設置 等 
 
    ＜ 考  え  方 ＞ 
    ○ 広告事業の実施主体は「指定管理者」とする。 
    ○ 指定管理者が広告主の募集・選定等を行った上で、指定管理者が広告事業の実 
     施主体として「行為の許可」及び「行政財産の目的外使用許可」を受ける。 
 



    

県
指定管理者

広告事業
実施主体

広告主

広告主

① 募集・選定

　　行為の許可及び
② 目的外使用許可
　申　　請

⑥ 広告掲出

広告主
⑤ 広告料支払

③ 許　可
(目的外使用料決定)

④ 目的外使用料
　納　　入

 
 
     行政財産の目的外使用許可は、指定管理者に対し包括的に与えるのではなく、具体の広告内 
    容等が決定した都度、その内容等を審査の上で許可するものとする。 
 
 
     指定管理者に対し「包括的な許可」を与えることの問題点 
      「地方自治法質疑応答集」に示された解釈によると、「公の施設における広告掲出に係 
     る許可（＝行政財産の目的外使用許可）は当該施設を設置した自治体が、実際に広告を掲 
     出しようとする業者に対し個別に許可申請内容を審査の上行うもの」とされている。 
      仮に、指定管理者に対し包括的に許可を与えた場合、次のような問題点がある。 
       ① 許可の相手方が現に広告を掲出しようとする業者とならない。 
       ② 許可する際には、具体の広告会社及び広告内容（広告物の形状や大きさ（面積）、 
        掲出期間等）が決定されていない。 
 

（2）行政財産を使用しない場合（１の図②） 

    ＜具体的事例＞ 
   ・行政財産以外（物品）への広告掲出 
 
    ＜ 考  え  方 ＞ 

    ○ 広告事業の実施主体は「指定管理者」とする。 
    ○ 指定管理者が広告主の募集・選定等を行った上で、指定管理者が広告事業の実施主体 
     として「行為の許可」を受ける。 
    ○ 県と広告事業実施主体との間で広告事業の実施に関する「私法上の契約」を締結する。 
  
       行政財産の管理については制限がある（地方自治法第238条の４）が、物品にはこの種の 
      制限がないため、私法上の契約を行えば足りる。 
 

    
⑥ 広告掲出

広告主
⑤ 広告料支払

県
指定管理者

広告事業
実施主体

広告主

広告主

① 募集・選定
② 行為の許可申請

③ 許　可

④私法上の契約締結

 



（3）事業実施に係る県の承認（１の図③） 

    ＜具体的事例＞ 
   ・企業名等の入った施設案内パンフレットの配布 
   ・企業名等の入った施設でのイベントお知らせ用チラシの配布 
   ・企業名等の入った施設ＰＲ用の消耗品等の配布 等 
 
       製作費用の一部（あるいは全部）を負担した企業の名称等が掲載されたパンフレット等は、 
      配布することに「行為の許可」が必要な「広告物」には該当しない。（指定管理者が本来行う 
      べき「施設の利用促進に係る業務」に該当） 
 
    ＜ 考  え  方 ＞ 

    ○ 広告事業の実施主体は「指定管理者」とする。 
    ○ 指定管理者が広告主の募集・選定等を行った上で、広告内容等に関して県と協議し、 
     事業実施前に県の承認を得る。 
 
       法律や条例に基づく許可は要しない場合であっても、県として事業内容を事前に了解して 
      おく。 

    

県
指定管理者

広告事業
実施主体

広告主

広告主

① 募集・選定 ② 事業内容の協議

⑤ 広告掲出

広告主
④ 広告料支払 ③ 承　　認

 

 
 

２ 広告事業に係る収益の取扱い 

（1）行政財産を使用する場合 

    ○ 指定管理者が広告主から徴収する「広告料」は、広告事業の実施主体である指定管理 

     者の収入とする。 
    ○ 県は許可の相手方（＝指定管理者）から行政財産の目的外使用料を徴収する。 
    ○ 目的外使用料は「愛媛県財産の交換、譲渡、無償貸付等に関する条例」のほか関係規 
     則及び通知によるものとし、基本的には、狭義の目的外使用料（いわゆる「場所代」） 
     に広告料の５０％を加算した額とする。 
 
 
 
 
 



    ＜ 算 定 方 法 ＞ 

     

指定管理者が得る広告料の５０％
〔広告設置に要する経費は除く〕

＝ ＋
狭義の目的外使用料（いわゆる「場所代」）
〔設置する物件の床面への垂直投影面積により算出〕

広告事業
のための
行政財産の
目的外使用料

 
 
      ※ この場合、目的外使用料徴収により県と指定管理者との間で利益の精算が行われたものと

整理し、指定管理委託料の積算にあたっては、当該収入は積算基礎から除外する（予算に
は反映させない）。 

 
         「その他財源」として目的外使用料相当額を予算計上することで、一般財源の支出が抑

制できるが、最終的に広告料収入の実績がなかった（予算額を下回った）場合、予算額ど
おり委託料を支出するためには、「その他財源」の不足分を「一般財源」で補てんする必要
が生じる。 

 

（2）上記(1)以外の場合 

  ① 県が所有する「物品」を使用する場合 
    ○ 基本的には、行政財産を使用する場合（上記(1)）に準じた扱いとする。 
 
       この場合、実際に事例が見込まれる段階で、県への収入方法を含めた私法上の契約内容 
      等について、行政システム改革課と協議すること。 
 

  ② それ以外の場合 
    ○ 「広告料」は事業の実施主体である指定管理者の収入とする。 
    ○ 収益を得た場合は、他の事業収益と同じく、施設の適正な管理運営のために充当する。 
 
 

３ その他 

  ○ 指定管理者だけを広告事業者として選定する理由 
    行政財産を使用して広告事業を実施する場合、広告を掲出することにより、施設の管理

運営に支障が生じるおそれがあることから、「指定管理者施設の一体的かつ効率的な管理
運営のため、施設内での広告事業は、指定管理者だけに許可する」ことの必要性や合理性
が認められる。 

    一方、行政財産以外（物品）を使用した広告事業については、指定管理者以外がそれを
行った場合でも、施設の管理運営に支障が生じる可能性は低いので、指定管理者を広告事
業の実施主体とした理由をより明確にしておく必要がある点に留意すること。 

 
  ○ 「愛媛県広告事業実施要綱」等との関係 
    県が実施する広告事業の総括的な基準となる「愛媛県広告事業実施要綱」、「愛媛県広告
事業の実施に関する表示基準」及び「愛媛県広告事業の実施に係る暴力団排除措置要綱」
は指定管理者が広告事業を行う場合は適用されないものであるが、県有資産を対象とした



広告事業である点を十分考慮し、広告主の適否や広告内容の表示基準等については、要綱
等の規定を準用すること。 

 
  ○ その他各種規制等との調整 
    国等の補助を受けて整備した施設等での広告実施や各種規制等との関係については、各
施設の状況を踏まえ、監督官庁等と十分に調整を図ること。【屋外広告実施にあたっての
例：屋外広告物法では、「「屋外広告業」とは、屋外広告物の表示又は広告物を掲出する物

件の設置を行う営業をいう」（第２条第２項）と規定され、愛媛県屋外広告物条例におい
て「屋外広告業を営もうとする者は、知事の許可を受けなければならない」（第 30 条）と
定められている。】 
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大規模地震に係る災害発生時における避難所運営を想定した

指定管理者制度の運用について（通知） 

 

 

平成 28年熊本地震における対応で課題が指摘されたものについて、今後の震

災対策に活かすため、中央防災会議防災対策実行会議に「熊本地震を踏まえた応

急対策・生活支援ワーキンググループ」が設置され、平成 28年 12月 20日に「熊

本地震を踏まえた応急対策・生活支援策の在り方について（報告）」がとりまと

められ、平成 29年４月 11日開催の第 37回中央防災会議にて報告されたところ

です。 

本報告においては、関係者間の連携の不足に伴う課題の一つとして、「市町村

と施設管理者、指定管理者の間で避難所運営を想定した役割分担等が共有され

ていなかったため、避難所運営を想定していなかった指定管理者に多大な負担

が生じる場合もあった」ことが指摘され、実施すべき取組として、「避難所とな

る施設の中には、市町村が指定管理者を指定している場合もあるが、災害時の市

町村との役割分担について予め協定等で決めておくとともに、発災後も必要に

応じて話合いを行うことが必要である。」とされています。 

ついては、大規模地震に係る災害発生時における避難所運営を想定した指定

管理者制度の運用について、下記の点に留意の上、適切な運用に努められるよう、

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項に基づき助言します。 

なお、貴都道府県内の市区町村に対しても、本通知について周知方よろしくお

願いします。 

 

殿 



記 

 

１．指定管理者が管理する施設における避難所等運営の役割分担の確認 

 

（１）指定避難所としての指定や果たすべき機能等の明確化 

 指定管理者が管理する施設における避難所等運営については、施設を設置

する地方自治体（以下「設置団体」という。）の指定管理者制度所管部局及

び施設管理担当部局が、防災担当部局等と緊密に連携し、条例、地域防災計

画等において、当該施設の災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）上の

指定避難所としての指定や果たすべき機能等について明確にしておく必要

があること。 

 

（２）指定避難所である場合 

 指定避難所である場合、避難所運営の対応マニュアルの作成、指定管理者

との協定の締結等を通じ、設置団体、施設所在市町村と指定管理者の間の役

割分担をあらかじめ明確にしておく必要があること。その際、指定管理者が

避難所運営や、市町村による避難所運営の支援の役割を担う場合にはその旨

を明確にする必要があること。 

 

（３）指定避難所でない場合 

 大規模地震に係る災害の場合には、あらかじめ指定避難所として指定され

ていないとしても、周辺住民から見て避難に適していると判断された施設は

事実上避難者が集まる場所となり、さらに事後的に指定避難所として指定さ

れることもあり得ることに留意すること。このような事態が見込まれる施設

では、避難者の受入れの可否の判断方法や、受け入れた場合の設置団体、施

設所在市町村と指定管理者の役割分担をあらかじめ明確にしておく必要が

あること。 

 

（４）避難所等の運営を市町村が行う場合 

 大規模地震に係る災害の場合には、指定避難所や事実上避難者が集まる場

所（以下「避難所等」という。）の運営を市町村が行うこととしている施設

であっても、指定管理者が市町村による避難所等運営の支援の役割を担うな

ど、通常の施設管理以外の業務を行うこともあり得ることに留意すること。 

 

（５）避難所等の運営を指定管理者が行う場合 

 避難所等の運営を指定管理者が行う場合には、受け入れる避難者の数、安



全管理、個人情報の取扱い等運営の基本的な方針の決定方法や、他の関係機

関との連絡調整の方法等については、施設所在市町村と指定管理者の間で調

整の上、定める必要があること。 

 また、指定管理者が避難所等運営において重要な役割を果たしている場合

には、運営の基本的な方針を決定する際、施設所在市町村と指定管理者との

間で十分な連絡調整が行われることが望ましいこと。 

 

２．指定管理者が管理する施設を避難所等として利用する場合の費用負担 

 

（１）費用負担の方針、協議の方法の明確化 

 指定管理者が管理する施設を避難所等として利用することによって新た

に必要となる費用や施設の通常利用ができないことによる利用料金収入の

補填等の追加負担、また、不要となる費用の減額等の精算について、その方

針や協議の方法（協議開始時期や手続、協議対象事項等）をあらかじめ定め

ておく必要があること。 

 

（２）留意事項 

 費用の追加負担については、指定管理者の業務の円滑な実施に支障をきた

すことがないよう、留意する必要があること。特に、費用の追加負担の支出

の時期については、指定管理者が本来得られるべき通常の指定管理料や利用

料金等の当面の収入が得られない状況があり得ることを考慮する必要があ

ること。 

 また、都道府県が設置する施設を施設所在市町村が避難所等として利用す

る場合には、新たに必要となる費用の負担者が不明確になることがあるため、

都道府県と施設所在市町村の間で事前の調整を行う必要があること。 

 

３．その他 

 １及び２については、その内容に応じ、条例、地域防災計画のほか、指定

管理者との間で定める協定その他の書面において、可能な限り具体的に明記

しておくことが望ましいこと。 

 

 


